



The possibility and problems of internship in new curriculum for care worker 















1988 年である。それから実に 20 年余が経過した。その間に、我が国は高齢化率(全人口に占
める 65 歳以上人口の比率)が 5 分の 1 を超え、2015 年には「団塊の世代」といわれる人々


















12 月 5 日に公布され、介護福祉士の定義や資格取得方法が見直された。それに伴い、介護福
祉士養成施設(介護福祉士の養成教育を行う学校、以下養成校)における養成教育のカリキュ















































































 1.A 県下の施設介護実習の特異性 
 A 県には、2009 年 2 月現在、24 校の養成校がある。そのうち、1 校がすでに学生募集を
停止しており、もう 1 校も 2009 年度入学生の学生募集を停止している。したがって、2009
年 4 月から実施される新カリキュラムにおける教育を行う養成校は 22 校となる。養成校 22
校の内訳は、保育士有資格者対象の 1 年課程が 3 校、2 年課程が 16 校、3 年課程が 1 校、4







年度の 2 年先の実習調整を行っている。 
 そのため、2009 年 4 月から実施される新カリキュラムで学ぶ学生たちの実習に関しては、
2009 年度実施分についてはすでに 2007 年度中に調整がなされており、2010 年度実施分に
ついては 2008 年度に調整がなされた。 
 2010 年度分の実習調整会議を行うにあたって、実習調整会議の幹事校より県下の全実習施





 2.A 県下の養成校の施設介護実習の現状と 2010 年度における実現可能性 
 ①A 県の実習契約施設における「実習施設・事業等Ⅱ」の実態 
 A 県における全実習施設 240 施設のうち、「実習施設・事業等Ⅱ」に該当すると回答した
施設は 155 施設(全体比 64.6%)であった。その内訳は、表Ⅱ-1 の通りである。 
 
  表Ⅱ－1 A 県における実習契約施設に占める「実習施設・事業等Ⅱ」の割合 
施設種別 介護老人福祉施設 介護老人保健施設 その他 合 計 
実習契約施設数 131 施設 88 施設 21 施設 240 施設 
「実習施設・事業Ⅱ」
該当施設数 
86 施設 55 施設 14 施設 155 施設 












 ②A 県の養成校における「実習施設・事業等Ⅱ」該当施設の実習契約状況 
A 県における全養成校が、実際に「実習施設・事業等Ⅱ」の実習が可能であるのであろう
か。 
保育士有資格者対象の 1 年課程の養成校を除き、2 年以上の養成課程の養成校においては、
「実習施設・事業等Ⅱ」の実習を 2 年次のカリキュラムに組んでいる。したがって、2009
年 4 月から実施される新カリキュラムで学ぶ学生たちが 2 年次となる 2010 年度の実習契約
状況に焦点を当て、A 県の各養成校が 2010 年度に実習契約を予定している施設(実習契約し
ていながらも実習配属の予定しない施設を含む)と実習可能人数について、検証する。 
 A 県の養成校全 22 校における実習契約施設数ならびに「実習施設・事業等Ⅱ」該当施設
数、「実習施設・事業等Ⅱ」該当施設実習可能最大人数は、表Ⅱ-2 のとおりである。 






表Ⅱ-2 A 県の養成校における「実習施設・事業等Ⅱ」の実習契約状況(2010 年度) 
 























学生定員数 100 40 40 36 40 30 40 40 30 40 80 
実習契約施設数 37 17 25 36 37 18 33 50 26 27 100 
「実習施設・事業
等Ⅱ」該当施設数



























 ③A 県の 2010 年度 における「実習施設・事業等Ⅱ」の実現可能性 







護実習が重複している「2010 年 10 月 18 日~11 月 13 日」の期間について、検証する。 
 「2010 年 10 月 18 日~11 月 13 日」の期間に実習を計画している養成校は、表Ⅱ-3 のとお
りである。 
 
 表Ⅱ-3 「2010 年 10 月 18 日~11 月 13 日」の期間に実習を計画している養成校の定員数 
養成校 B 校 D 校 E 校 L 校 N 校 S 校 ＊① U 校 合計 
学生 
定員数 
100 40 36 80 30 20 80 60 446 
 ＊①：2009 年度入学生より学生募集を停止する 4 年課程養成校 
 
 A 県における全実習施設 240 施設のうち、「実習施設・事業等Ⅱ」に該当すると回答した
施設は 155 施設において、実習受け入れ条件の最大値をもとに試算した「実習可能最大人数」
           























学生定員数 40 30 50 40 80 40 20 40 60 40 40 
実習契約施設数 38 17 31 45 44 42 21 49 39 49 16 
「実習施設・事業
等Ⅱ」該当施設数




























は 571 名(受け入れ条件を明示していない施設は除く)であった。『試算上』では、8 校 446 名
の実習は可能となる。 
 しかし、この 8 校が実習契約している施設が「実習施設・事業等Ⅱ」に該当する 155 施設
すべてを最小限の重複により網羅している訳ではない。実際に、実習調整を経て 8 校が「実
習施設・事業等Ⅱ」の配属を予定している施設における実習受け入れ学生総数は 320 名であ
った。つまり、8 校 446 名分の実習配属が、現実的には不可能な状況となる。仮に、2009







Ⅲ. A 県の介護福祉士養成教育における「実習施設・事業等Ⅰ」の居宅介護実習の現状 
1. A 県下の養成校における旧カリキュラムと新カリキュラムでの実習教育内容の変更点 
 A 県の実習調整会議で各養成校から提示された 2009 年度入学生の施設介護実習の計画を
もとに、旧カリキュラムから新カリキュラムに移行する上での実習教育内容の変更点につい
て検証する。 
2009 年 4 月から実施される新カリキュラムにおける教育を行う養成校 22 校のうち、2008
年度と比して施設介護実習の期間に変化が見られた養成校は 8 校であった。そのうち、施設





















 「実習施設・事業等Ⅰ」の実習においては、A 県下の 2009 年 4 月から実施される新カリ




段階・第 2 段階施設介護実習を、そのまま位置づけている。14 校の養成校では、通所介護、
小規模多機能型居宅介護、認知症対応型高齢者共同生活介護といった居宅介護サービス事業
所での実習時間数をあまり拡大していない。 
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